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東京海上日動と中小機構は 
中小企業等の SDGs 推進に関する包括連携協定を締結しました 

2022年 4月 15日 

東京海上日動火災保険株式会社 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 

 

東京海上日動火災保険株式会社（取締役社長：広瀬 伸一、以下「東京海上日動」）と独立行政法人中

小企業基盤整備機構（理事長：豊永 厚志、以下「中小機構」）は、中小企業・小規模事業者（以下「中小

企業等」）への SDGs の普及・啓発を図るとともに、SDGs の趣旨に沿った事業活動への支援を通じて

SDGsを達成すべく、中小企業等の SDGs 推進に関する包括的な連携協定を締結しましたので、お知らせ

いたします。 

 

１．背景・経緯 

SDGs（持続可能な開発目標）は、企業の価値評価基準の一つとして認識され始めており、大企業や

自治体では、取引や支援の条件として SDGs 対応を求める動きが見られます。また、SDGs の目的の

一つとして、中小企業等の存在および健全な発展の重要性が謳われていることを踏まえ、SDGs をリス

クではなくビジネスチャンスと捉え、社会との共生を考えていくことが必要です。 

中小機構は、国の総合的な中小企業政策の実施機関として、SDGs の考えを尊重し、SDGs 相談窓

口を設置するなど中小企業等への SDGs の普及・啓発に取り組んでいます。また、経営改善や販路開

拓、人材育成等様々な支援施策を通じて、SDGs達成に向けて中小企業等をサポートしています。 

東京海上日動は、1879 年の創業以来、安心と安全をお届けし、「お客様や地域社会の”いざ”を支え、

お守りする」ことを事業の目的（パーパス）とし、社会課題の解決に貢献する保険商品・サービスを提供

することで成長してきました。また SDGs の観点でも、中小企業等の活動を支援すべく「SDGs 取り組み

診断ツール」を開発・提供し、中小企業等の SDGs 行動宣言をサポートするとともに、様々な商品・サー

ビスで課題の解決方法を提案しています。 

今般の協定により、中小機構が強みとする中小企業等に対する総合的な支援機能と、東京海上日

動の全国 300 以上の営業拠点を有するネットワークやこれまで地域社会を支援してきたリスクマネジメ

ントのノウハウ等を結集・融合することで、中小企業等の SDGs への理解促進を図るとともに、SDGs の

趣旨に沿った事業活動への支援を通じて、中小企業等の SDGs達成を支援します。 

 

 

 

 



 

２．具体的な提携内容 

（１）中小企業等への SDGsの普及・啓発 

全国各地での SDGsセミナーの共同開催、SDGs推進に関する各種ツールの普及・啓発を通じて、中

小企業等への SDGs行動宣言のサポートや、事業者への個別支援に取り組みます。 

 

（２）防災・減災およびリスクマネジメントの推進 

自然災害や新型コロナウイルス感染症、サイバー攻撃等、様々なリスクから中小企業等を守るため、

両者が保有する知見やノウハウを掛け合わせ、「事業継続力強化計画」の策定支援等を行うとともに、

中小企業等の強靱化を促進していきます。 

 

（３）中小企業等の人材育成 

中小企業等が抱える課題解決に関する研修や体系的に学習できる教育プログラムを提供し、中小企

業等の SDGsの取り組みを推進します。 

 

（４）販路開拓支援 

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた「ニューノーマル」に対応した中小企業等の国内外への

販路開拓の支援として、両者のノウハウやネットワークを活用し、中小企業等の EC 活用等を支援しま

す。 

 

（５）カーボンニュートラルの実現支援 

具体的な対応策に係る情報提供を通じて、中小企業等におけるカーボンニュートラルへの取り組み

を促進し、カーボンニュートラルの実現を支援します。 

 

（６）その他 

中小企業等を取り巻く社会・経済情勢の変化に合わせ、両者の持つノウハウ・ネットワークを活かし

て、上記以外の分野においても継続的に連携・協力し、中小企業等の持続的な成長に貢献します。 

  

 

     

私たちは持続可能な開発目標（SDGs）を支援しています 

  



  （ご参考：組織概要） 

 

東京海上日動火災保険株式会社 （Tokio Marine & Nichido Fire Insurance Co., Ltd.） 

創立 1879 年 8 月 

代表者 取締役社長 広瀬 伸一 

本社所在地 〒100-8050 東京都千代田区丸の内 1-2-1 

従業員数 17,176人（2021年 3月 31日現在） 

事業内容 
損害保険業、業務の代理・事務の代行、確定拠出年金の運営管理業務、 

自動車損害賠償保障事業委託業務 

U R L https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/ 

 

 

独立行政法人中小企業基盤整備機構 （Organization for Small & Medium Enterprises and  

Regional Innovation, JAPAN ） 
 

創立 2004年 7 月 

代表者 理事長 豊永 厚志 

本社所在地 〒105-8453 東京都港区虎ノ門 3-5-1 虎ノ門 37森ビル 

職員数 773人（2021年 4月 1日現在） 

事業内容 
中小企業者その他の事業者の事業活動に必要な助言、研修、資金の貸付け、

出資、助成及び債務の保証、地域における施設の整備、共済制度の運営等 

U R L https://www.smrj.go.jp/ 

 

 

以上 

 

 

https://www.tokiomarine-nichido.co.jp/

